
 

 

 

 

○港区みなと保育サポート事業実施要綱 

平成２４年１月３１日 

２３港子子第２４９１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、パートタイム勤務、育児短時間勤務利用者等、児童の保護者の就労

形態が多様化する中で、家庭における保育が困難となる児童に対し必要に応じた保育を

行うみなと保育サポート事業（以下「事業」という。）を実施することにより、安心し

て子育てができる環境を整備し、もって児童福祉の増進を図ることを目的とする。 

（事業の種類） 

第２条 事業の種類は、次のとおりとする。 

（１） 定期利用保育 保護者の短時間勤務、職業訓練、就学等により、家庭における

育児が困難となり、原則として、平均週１日以上保育が必要となる児童を対象として

実施する保育 

（２） スポット利用保育 保護者の短時間勤務、職業訓練、就学等により、家庭にお

ける育児が困難となり、不定期に保育が必要となる児童を対象として実施する保育 

（事業の委託） 

第３条 事業の運営は、適切な事業運営が確保できると認められる事業者（以下「事業

者」という。）に委託して行うものとする。 

（実施場所） 

第４条 事業は、別表１に掲げる施設において実施する。 

（休業日） 

第５条 事業の休業日は、次のとおりとする。ただし、区長が必要と認めるときは、休業

日を変更し、又は臨時に休業することができる。 

（１） 日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

（３） １月２日及び同月３日 

（実施時間等） 

第６条 事業の実施時間は、午前７時１５分から午後６時１５分までとする。 

２ 事業を利用できる時間は、児童１人当たり、１日８時間以内、１月１６０時間以内と

する。 

（対象者） 

参考資料１ 
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第７条 事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 区内に住所を有すること。 

（２） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の規定による保育の実施の

対象となる小学校就学前の児童であり、同条に基づく保育の実施がされていないこ

と。 

（３） 生後４か月以降の集団保育が可能であること。 

（利用の申込み） 

第８条 事業を利用しようとする児童の保護者（以下「申請者」という。）は、次の各号

に掲げる利用の区分に応じ、当該各号に定める申請書に、第２条各号に定める事実が確

認できる書類を添付し、区長に申請しなければならない。 

（１） 定期利用保育 港区みなと保育サポート事業定期利用申請書（第１号様式） 

（２） スポット利用保育 港区みなと保育サポート事業スポット利用申請書（第２号

様式） 

（利用の承認） 

第９条 区長は、前条の規定による定期利用保育の利用の申請があった場合は、その内容

を審査し、利用の承認をしたときは港区みなと保育サポート事業定期利用承認通知書

（第３号様式）により、利用の待機を決定したときは港区みなと保育サポート事業定期

利用待機通知書（第４号様式）により、利用の承認をしないときは港区みなと保育サポ

ート事業定期利用不承認通知書（第５号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前条の規定によるスポット利用保育の利用の申請があった場合は、その内容

を審査し、利用の承認をしたときは港区みなと保育サポート事業スポット利用承認通知

書（第６号様式）により、利用の承認をしないときは港区みなと保育サポート事業スポ

ット利用不承認通知書（第７号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 申請者は、第８条の利用の申請を取り下げようとするときは、速やかに港区み

なと保育サポート事業利用申請取下書（第８号様式）を区長に提出しなければならな

い。 

（利用の予約） 

第１１条 事業を利用しようとする児童の保護者は、次に掲げる期間内に利用の予約をし

なければならない。 

（１） 定期利用保育 利用希望月の前月の１日（休業日に当たる場合は、その前日）
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から１５日（休業日に当たる場合は、その前日）までとする。 

（２） スポット利用保育 利用希望日の１４日前（休業日に当たる場合は、その前

日）から利用希望日の前日（休業日に当たる場合は、その前日）までとする。ただ

し、新規に利用する場合においては、利用希望日の３日前（休業日に当たる場合は、

その前日）までとする。 

２ 前項各号の予約受付時間は、事業実施日の午前９時から午後５時までとする。 

（利用の休止） 

第１２条 第９条の規定により利用の承認を受けた児童（以下「利用者」という。）のう

ち、定期利用保育を利用する者が、利用を休止するときは、利用を休止する月の前月１

５日（休業日に当たる場合は、その前日）までに、利用者の保護者は、港区みなと保育

サポート事業定期利用休止届（第９号様式）を区長に提出しなければならない。 

（利用の辞退） 

第１３条 利用者が利用を辞退しようとするときは、利用者の保護者は利用を終了する月

の前月１５日（休業日に当たる場合は、その前日）までに、港区みなと保育サポート事

業利用辞退届（第１０号様式）を区長に提出しなければならない。 

（利用できる期間） 

第１４条 事業を利用できる期間は、当該利用年度の３月３１日までとする。ただし、保

護者の就労状況等が、翌年度においても第２条の規定に該当する場合は、利用を延長す

ることができる。 

２ 前項ただし書の規定による利用の延長を希望する利用者の保護者は、港区みなと保育

サポート事業定期利用申請書（第１号様式）に第２条各号に定める事実が確認できる書

類を添付し、区長が別に定める期日までに区長に申請しなければならない。 

（申請事項の変更） 

第１５条 利用者の保護者は、第８条の規定により申請した内容に変更が生じた場合は、

港区みなと保育サポート事業利用申請変更届（第１１号様式）により区長に届け出なけ

ればならない。 

２ 利用者の保護者は、既に利用の承認を受けている利用の曜日又は時間を変更しようと

するときは、定期利用保育については利用月の前月の１５日（休業日に当たる場合は、

その前日）までに、スポット利用保育については利用希望日の１４日前（休業日に当た

る場合は、その前日）までに、第２条各号に定める事実が確認できる書類を添付し、港

区みなと保育サポート事業利用変更申請書（第１１号様式の２）により区長に申請しな
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ければならない 

３ 前項の規定による申請があったときは、区長は、利用の予約及び申請の状況等を勘案

し、変更の承認をしたときは港区みなと保育サポート事業利用変更承認通知書（第１２

号様式）により、変更の承認をしないときは港区みなと保育サポート事業利用変更不承

認通知書（第１３号様式）により、変更申請を行った者に通知するものとする。 

（利用料） 

第１６条 定期利用保育に係る利用料については無料とし、スポット利用保育に係る利用

料については、別表２に定めるとおりとする。 

２ スポット利用保育を利用する保護者は、当該利用の当日に、利用料を事業者に支払わ

なければならない。ただし、定期利用保育及びスポット利用保育を併用する場合におけ

るスポット利用保育の利用については、利用月の翌月１０日までに、当該利用月に係る

利用料を事業者に支払うものとする。 

（利用料の免除） 

第１７条 区長は、スポット利用保育を利用する利用者が次の各号のいずれかに該当する

場合は、前条の利用料を免除することができる。 

（１） 生活保護世帯に属する利用者 

（２） 住民税非課税世帯に属する利用者 

２ 前項の規定による利用料免除の申請をしようとする利用者の保護者は、港区みなと保

育サポート利用料免除申請書（第１４号様式）を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、免除することが適

当と認めるときは港区みなと保育サポート事業利用料免除承認書（第１５号様式）によ

り、不適当と認めるときは港区みなと保育サポート事業利用料免除不承認書（第１６号様

式）により、利用料免除の申請を行った者に通知するものとする。 

（利用承認の取消し） 

第１８条 区長は次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、事業の利用の承認を取

り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することができる。 

（１） 利用の目的又は利用の条件に違反したとき。 

（２） 第７条に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

（３） 事業の運営上支障があると認めるとき。 

（４） 正当な理由なく、３か月以上にわたり事業の利用がないとき。 

（５） 災害その他の事故により、事業の利用ができなくなったとき。 
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（６） 前各号に掲げる場合のほか、区長が特に必要と認めるとき。 

２ 区長は、前項の規定により利用の承認を取り消すときは、港区みなと保育サポート事

業利用承認取消通知書（第１７号様式）を当該利用者の保護者に交付するものとする。 

（利用の制限） 

第１９条 区長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、事業の利用を制限

し、又は停止することができる。 

（１） 施設の管理上支障があると認めるとき。 

（２） 利用者が感染症等の疾患を有するとき。 

（３） 事業の利用に当たり、利用の目的に反する行為をしたとき。 

（４） 事業の利用に当たり、施設管理者の指示に従わなかったとき。 

（５） 事故、災害その他の理由により、施設を利用できなくなったとき。 

（６） その他事業を利用させることが不適当と認めるとき。 

（損害の賠償） 

第２０条 利用者の保護者は、利用者又は利用者の保護者が施設に損害を与えたときは、

区長が相当と認める損害額を賠償しなければならない。 

（事故等の対応） 

第２１条 事業者は、事業に係る損害賠償責任保険に加入しなければならない。 

（報告） 

第２２条 事業者は、毎月の事業実績をその翌月に、毎年度の事業実績をその年度終了後

に、遅滞なく区長に報告しなければならない。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、子ども家庭支援部長が別に定め

る。 

付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月２２日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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付 則 

この要綱は、平成２９年７月１日から施行し、第１４条第２項及び第３項については平

成２９年４月１日に遡って適用する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年３月２６日から施行する。ただし、別表１に掲げる定期利用保

育室 白金台については、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和７年９月１日から施行する。この要綱は、令和４年４月１日から

施行する。 

２ この要綱による改正後の港区みなと保育サポート事業実施要綱第１６条及び第１７

条の規定は、令和７年９月分以降の定期利用保育に係る利用料に適用し、同年８月分まで

定期利用保育の利用料については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

別表１（第４条関係） 

みなと保育サポート白金 東京都港区白金三丁目１０番１２号 

みなと保育サポート港南四丁目 東京都港区港南四丁目２番４号 

みなと保育サポート東麻布 東京都港区東麻布二丁目１番１号 

みなと保育サポート赤坂 東京都港区赤坂九丁目４番２号 

みなと保育サポート白金台 東京都港区白金台四丁目６番２号 

別表２（第１６条関係） 

利用時間 利用料 

４時間未満 １，１００円

４時間以上６時間未満 １，６５０円

６時間以上８時間以下 ２，２００円

※利用料の金額は、利用者１人当たりの日額とする。 


